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１．まえがき
近年，移動通信は，ユーザのニーズに伴い高速で大容

量な通信の実現に向かっており，周波数の有効利用を図
りながらこれらの要求を実現できる MIMO 技術 1）2）に
注目が集まっている．さらに，現在の移動通信ではセル
の多様化が進んでおり，スモールセルと呼ばれる低基地
局でのサービスが増えることが予想されている．また，
LTE–Advanced や第 5 世代移動通信では，マルチユーザ
MIMO や基地局協調 MIMO，Massive MIMO といった多
くのアンテナを用いた高度なマルチアンテナシステムの採
用が見込まれている 3）4）．高度なマルチアンテナシステム
では，多くのアンテナを限られたスペースに配置すること
が必要となるため，近年では空間と偏波の両者を考慮した
空間偏波 MIMO の検討が重要視されている．

主に空間偏波 MIMO は，モンテカルロシミュレーショ
ンと実測によって検討されてきている 5）–8）．しかしながら，
モンテカルロシミュレーションでは，乱数による仮想伝搬
路を用いた検討であるため，環境に応じた高精度な伝搬路
モデルに基づく検討が必要となる．また，実測においては
環境に応じた信頼性の高い結果を得ることができるが，十
分な伝搬路メカニズムを把握するためには，高性能な測定
器や多くの測定項目などが必要となる．そこで，高度化す
る MIMO のシステム設計に対応した空間偏波 MIMO の伝
搬路解析には，レイトレース法を用いたパス単位で得られ
る伝搬路情報の利用が有効であると考える．本報告では，
レイトレース法によって取得したパス単位での伝搬路情報

を基に，空間偏波 MIMO の伝搬路における実効的なアレー
自由度，受信 SNR を求めることにより MIMO 伝搬路を評
価し，チャネル容量を解析する．またこれらの解析手法を
用いて，市街地低基地局アンテナでの 2 × 2，4 × 4 の空
間偏波 MIMO（垂直偏波，直交偏波）について，システ
ム導入の基礎となる伝搬路解析を行う．

本報告の構成を以下に説明する．2 章では本報告の検討
におけるチャネルモデルについて示し，解析の中心となる
チャネル容量と伝搬路の評価量について説明する．3 章は
シミュレーション方法と条件である．この章ではレイト
レースでの伝搬路情報の取得方法及びその条件，また伝搬
路評価量とチャネル容量の計算方法及びその条件を説明す
る．4 章はシミュレーション結果となっている．レイトレー
スで得られた伝搬路情報及びその結果に基づいて求めた伝
搬路評価量とチャネル容量について分析を行い，これらの
関係性について考察する．5 章では本報告のまとめを行う．

２．チャネルモデルと伝搬路評価量
２．１　チャネルモデルとチャネル容量

図 1 に空間偏波 MIMO のためのチャネルモデルを示す．
送信アンテナ #j，受信アンテナ #i の位置座標はそれぞれ
Txj （xj， yj， zj ），Rxi （xi’， yi’， zi’ ）で表す．波（パス）は
放射角θTp，φTp，到来角θRp， φRp で伝搬し，それぞれθ
Tp，θRp は極角，φTp，φRp は方位角を表す．1 送信アンテ
ナから 1 受信アンテナにはそれぞれP 波のパスが伝搬し，
基準点間（送受の原点間）のパスの通路長はLp，送信，
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受信共に垂直偏波時のパスの振幅はAp とする．このとき，
送信アンテナ #j から放射されたパスを受信アンテナ #i で
受信した場合のチャネル応答hij を

得られた伝搬路情報及びその結果に基づいて求めた

伝搬路評価量とチャネル容量について分析を行い，

これらの関係性について考察する．5 章では本報告

のまとめを行う． 
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のように表す．但し，は波長，Fj Tx(V )，Fj Tx(H) はそ

れぞれ送信アンテナ#j の垂直，水平偏波の指向性，

Fi Rx(V )，Fi Rx(H) はそれぞれ受信アンテナ#iの垂直，

水平偏波の指向性，XPDV,p，XPDH,pはそれぞれ各パ

スにおける垂直，水平偏波送信時の交差偏波識別度，

CPRpは各パスの共偏波比，ΦpVV，ΦpVH，ΦpHV，ΦpHH

は各パスの反射，回折による位相変量，添字Tは転

置を表す．このときのチャネル行列Hを 
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のように表す．但し，Nt，Nrはそれぞれ送信，受信

アンテナ数を表す． 
受信側のみがチャネル行列の情報を持つ場合の瞬

時のMIMOチャネル容量Cは，チャネル行列Hの

相関行列HHH，もしくはその相関行列から求めた固

有値を用いて， 
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図1 MIMOチャネルモデル 
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のように定めることができる 9) ．但し，INrはNr次

元の単位行列，添字Hはエルミート転置，Pzは1受

信アンテナ当りの雑音電力， ),min( rt NNM  ，

iは相関行列HHHの i番目の固有値を表す． 
２．２ 伝搬路評価量 

MIMO のチャネル容量は式(3)から分かるように，

チャネル容量の相関行列HHH（チャネル応答間の相

関）と受信 SNR に依存する．そこで本報告では伝

搬路の評価量として，正規化チャネル行列から求め

た実効アレー自由度（EDOF：Effective Degree Of 
Freedom）と1アンテナ当りの受信SNRを用いる．

正規化チャネル行列は，各要素を短区間における平

均電力が 1 になるように規格化したチャネル行列と

して定義する．このとき，正規化チャネル行列Hnorm
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のように表される．但し， ]|E[|/ 2
ijij

norm
ij hhh  ，

E[ ]は短区間におけるアンサンブル平均を表す．この

とき，伝搬路の空間分解能を表す指標となるEDOF
は， 
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で定義する． 
 

３．シミュレーション方法と条件 

３．１ レイトレースにおける伝搬路情報 

本報告におけるシミュレーション方法と条件につ

いて説明する．シミュレーションは，レイトレース

による伝搬路情報の取得後，EDOF，受信SNR，チ

ャネル容量の計算を行う．レイトレースは 3D レイ

トレース法(イメージング法)を使用した伝搬解析ツ

ールであるRapLabを用い，伝搬路情報として，式

(1)に含まれる各パスの振幅，通路長，放射角，到来

角，交差偏波識別度，共偏波比，位相変量を求める．

図 2 にレイトレースで使用した都市モデルと計算経

路を示す．都市モデルは東京都中央区銀座 4 丁目付

近をモデル化したものであり，40から50 mの高さ

のビルが密集する市街地となっている．図に示すよ

うに送信点（Tx），受信点（Rx）は見通しがある同

一道路上に yT軸と yR軸が対向するように設置し，

受信点を送受信間距離が550 mまでの間を10 m間

隔で55地点に配置する．また送信，受信点が配置さ

れた道路幅は約24 mとなっている．  
レイトレースにおけるシミュレーション条件を表

1に示す．レイトレースの条件として，周波数は3.5  
GHz，建物の材質は全てコンクリート，波の反射回

数は2回，回折回数は1回とする．使用アンテナは

無指向性であるオムニアンテナを使用し，送信電力

は30 dBm，送信アンテナ高10 m，受信アンテナ高

1.5 m として送信，受信の偏波を変え伝搬路情報を

取得する． 
３．２ 伝搬路評価量とチャネル容量 
表1にEDOFと受信SNR，チャネル容量のシミ 
 

 

 
図2 都市モデルと計算経路 

表1 シミュレーション条件 

Ray 

tracing 

Frequency 3.5 GHz 
Building material Concrete 

The number of reflections 2 

The number of diffractions 1 

Antenna type Omni directional 

Transmission power 30 dBm 

Tx antenna height 10 m 
Rx antenna height 1.5 m 

EDOF, 

SNR 

and  

capacity

The number of antennas 2×2 4×4 

Antenna interval in VP dVP 0.5, 4.0 4.0 
Antenna interval in DP None 4.0 
Total transmission power 33 dBm 36 dBm 

Noise power per antenna 90 dBm 87 dBm 
Length of short section 30 

 

 

 
(a) 垂直偏波 (VP)      (b) 直交偏波 (DP) 
図3 評価対象とするアンテナ配置（4×4） 

 
 

 
図4 短区間の定義 

 
ュレーション条件を，図 3 に評価対象とするアンテ

ナ配置を示す．アンテナ数は 2×2，4×4 として垂

直偏波（VP：Vertical Polarization）と直交偏波

（DP：Dual Polarization）で検討する．2×2の場

合の垂直偏波でのアンテナ間隔 dVPは 0.5，4.0と
し，4×4の場合の垂直偏波及び直交偏波での隣接す

るアンテナ間隔dVP，dDPは共に4.0とする．EDOF，
受信 SNR，チャネル容量の計算時の総送信電力は，

2×2の場合は33 dBm，4×4の場合は36 dBmと

するが，送信アンテナ数増加による総送信電力増加

を考慮して，1 受信アンテナの雑音電力 Pzは 2×2

で定義する．

３．シミュレーション方法と条件
３．１　レイトレースにおける伝搬路情報

本報告におけるシミュレーション方法と条件について説
明する．シミュレーションは，レイトレースによる伝搬路
情報の取得後，EDOF，受信 SNR，チャネル容量の計算
を行う．レイトレースは 3D レイトレース法（イメージン
グ法）を使用した伝搬解析ツールである RapLab を用い，
伝搬路情報として，式（1）に含まれる各パスの振幅，通
路長，放射角，到来角，交差偏波識別度，共偏波比，位相
変量を求める．図 2 にレイトレースで使用した都市モデル

図 1　MIMO チャネルモデル
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と計算経路を示す．都市モデルは東京都中央区銀座 4 丁目
付近をモデル化したものであり，40 から 50 m の高さのビ
ルが密集する市街地となっている．図に示すように送信点

（Tx），受信点（Rx）は見通しがある同一道路上にyT 軸
とyR 軸が対向するように設置し，受信点を送受信間距離
が 550 m までの間を 10 m 間隔で 55 地点に配置する．ま
た送信，受信点が配置された道路幅は約 24 m となってい
る． 

レイトレースにおけるシミュレーション条件を表 1 に示
す．レイトレースの条件として，周波数は 3.5 GHz，建物
の材質は全てコンクリート，波の反射回数は 2 回，回折回
数は 1 回とする．使用アンテナは無指向性であるオムニア
ンテナを使用し，送信電力は 30 dBm，送信アンテナ高 10 
m，受信アンテナ高 1.5 m として送信，受信の偏波を変え
伝搬路情報を取得する．
３．２　伝搬路評価量とチャネル容量

表 1 に EDOF と 受 信 SNR， チ ャ ネ ル 容 量 の シ ミ ュ
レーション条件を，図 3 に評価対象とするアンテナ配
置を示す．アンテナ数は 2 × 2，4 × 4 として垂直偏
波（VP：Vertical Polarization）と直交偏波（DP：Dual 

Polarization）で検討する．2 × 2 の場合の垂直偏波でのア
ンテナ間隔 dVP は 0.5λ ，4.0λ とし，4 × 4 の場合の垂直
偏波及び直交偏波での隣接するアンテナ間隔dVP，dDP は
共に 4.0λ とする．EDOF，受信 SNR，チャネル容量の計
算時の総送信電力は，2 × 2 の場合は 33 dBm，4 × 4 の
場合は 36 dBm とするが，送信アンテナ数増加による総送
信電力増加を考慮して，1 受信アンテナの雑音電力Pz は 2
× 2 の場合は –90 dBm，4 × 4 の場合は –87 dBm とする．
これらの条件によりレイトレースによる伝搬路情報を用い
て，式（1）により瞬時のチャネル応答を求める．このとき，
図 4 のように短区間を設定し，短区間 30λ の範囲で伝搬
路情報は変化しないものとして，アンテナ座標を変化させ
移動しながらチャネル応答を計算する．受信局は道路上を
図 4 のように経路に沿って直線的に移動し，このときのア
ンテナの配置方向は変わらないものとする．瞬時のチャネ
ル応答を短区間内の全てにおいて計算した後，チャネル応
答を規格化して正規化チャネル行列を求め，短区間内で
EDOF，受信 SNR，チャネル容量の瞬時値を平均化する．

４．シミュレーション結果
４．１　諸パラメータ特性

本節ではレイトレースで得られた式（1）に含まれる主
要な伝搬路パラメータについてパス単位で考察する．図に
示す特性は，図 2 に示す経路上で，送受信間距離が 100 m
と 300 m の 2 地点とし，図 5 から図 7 のグラフに表示す
るパスは振幅Ap が直接波レベルから –50 dB までを対象
とし，振幅の小さいパスは非表示とする．また，直接波と

図 3　評価対象とするアンテナ配置（4 × 4）

図 4　短区間の定義

表 1　シミュレーション条件

図 2　都市モデルと計算経路
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大地反射波のXPDV，p，とXPDH，p は∞のため非表示とする．
図 5 に各パスの通路長Lp に対する振幅Ap（インパルス

応答）を示す．縦軸の振幅Ap は直接波振幅を基準として
dB 表示している．振幅は通路長が大きくなるにつれて減
衰するが，100 m 地点に比べ 300 m 地点の方が，直接波
と非直接波の振幅に差がなく，ライスファクタ（直接波と
全ての非直接波の電力比）は 100，300 m のとき，それぞ
れ 3.7，–6.5 dB となった．これより送受信間距離が大きく
なるにつれてライスファクタは小さくなる傾向があること
が分かる．

図 6 に各パスの通路長Lp に対する放射角 φTp，到来角
φRp （共に方位角）を示す．（a）は φTp，（b）は φRp を表
し，共に 100 m 地点，300 m 地点の結果が示してある．（a）
より放射角 φTp は道路方向である 90，270 deg の 2 方向に
集中しており，通路長が大きくなるにつれて 2 方向への集
中度が増加する傾向がある．また 100 m 地点と 300 m 地
点を比較すると，300 m 地点の方が角度の広がりが小さく

なる傾向がある．また（b）の到来角 φRp は（a）の放射
角 φTp と同様の傾向を示している．

図 7 に各パスの通路長 Lp に対する交差偏波識別度
XPDV，p，XPDH，p，共偏波比CPRp を示す．（a）はXPDV，p，

（b）はXPDH，p，（c）はCPRp である．（a）よりXPDV，p は，
通路長が大きくなるにつれて大きくなる傾向がある．また
XPDV，p が 20 dB 以下になるパスは建物の水平エッジでの
回折によるものであるが，それ以外の多くのパスは約 20
から 80 dB の大きな値となっている．また総受信電力か
ら求めた一般的な XPDV は 100 m，300 m 地点でそれぞ
れ 46.9，49.1 dB であり，100 m 地点に比べ 300 m 地点の
方が大きな値であった．（b）のXPDH，p は（a）と同様に
通路長が大きくなるにつれて大きくなる傾向がある．また
XPDH，p が –10 dB 以下になるパスは建物の垂直エッジでの
回折によるものが多い．また総受信電力から求めた一般的
な XPDH は 100 m，300 m 地点でそれぞれ 37.3，40.5 dB
であり，100 m 地点に比べ 300 m 地点の方が大きな値で

図 5　各パスの振幅Ap

図 6　各パスの放射方位角 φTp，到来方位角 φRp

図 7　 各パスの交差偏波識別度XPDV，p，XPDH，p，共偏波
比CPRp
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あった．また（a）のXPDV，p に比べ（b）のXPDH，p の方
が値は小さい．（c）よりCPRp は，通路長が大きくなるに
つれて 0 dB 付近に収束するようになる．またCPRp が 40 
dB 以上のパスは 2 回反射していた．100 m 地点と 300 m
地点を比較すると，300 m 地点の方がCPRp は大きく，総
受信電力から求めた一般的な CPR は 100 m，300 m 地点
でそれぞれ 7.0，11.1 dB であった．
　また，図には示していないが，位相変量 φpVV，φpVH，
φpHV，φpHH は 0 から 360 deg の広範囲に分布した．同一
パスにおけるこれらの位相変量間の相互相関は小さく，各
位相変量間の相関性は低かった．
４．２　EDOF と受信 SNR

本節では，図 2 に示す計算経路上での垂直偏波と直交
偏波時の正規化固有値，EDOF，受信 SNR について示す．
図に示す正規化固有値，EDOF，受信 SNR は全て短区間
内での瞬時値の平均を表す．図 8 は 2 × 2 での送受信間
距離に対する正規化固有値を表し，（a）は垂直偏波（dVP 

= 0.5λ ，4.0λ ），（b）は直交偏波の結果を示す．（a）より
アンテナ間隔dVP が 0.5λ よりも 4.0λ の方が，第 1 固有値
λ 1norm と第 2 固有値 λ 2norm の差が小さい．これはチャネ
ル応答間の相関が低いことを意味する．（b）より直交偏
波では 2 つの固有値の差が（a）の垂直偏波の時に比べ小
さく，相関が低いことが分かる．

図 9 に 2 × 2 での送受信間距離に対する EDOF を示す．
（a）は垂直偏波（dVP = 0.5λ ，4.0λ ），（b）は直交偏波の
場合を表す．（a）より，アンテナ間隔dVP が 0.5λ のとき，
送受信間距離が大きくなるにつれて，EDOF は小さくなっ
ている．この原因は送受信間距離が大きくなるにつれてパ
スの放射，到来方位角の広がりが小さくなることが原因
と考えられる．またdVP = 4.0λ のときの EDOF は，dVP = 
0.5λ より全体的に大きいが，送受信間距離が 150 m 以下
ではd  VP = 0.5λ の結果とあまり変わらない．これは送受
信間距離が小さいとき，ライスファクタが大きいことが原
因と考えられる．（b）より，直交偏波での EDOF は送受
信間距離に依存せず大きくなっており，地点によらず高い
空間分解能が得られることが分かる．これは同一パスにお
ける位相変量間の相関性が大きく影響している．

図 10 に 2 × 2 での送受信間距離に対する受信 SNRγ を
示し，（a）に垂直偏波，（b）に直交偏波の結果を示す．
また（c）に（a），（b）に示した垂直偏波の受信 SNR か
ら直交偏波の受信 SNR を引いた値を示す．図 10 より垂直
偏波と直交偏波を比較すると，垂直偏波の方が受信 SNR
は大きく，送受信間距離が大きくなるにつれて SNR の差
が大きくなる傾向がある．これは XPDV，CPR が送受信
間距離が大きくなるにつれて大きくなることが原因と考え
られる．

図 11 に 4 × 4 での送受信間距離に対する正規化固有値
を表し，（a）は垂直偏波（dVP = 4.0λ ），（b）は直交偏波（dDP 

= 4.0λ ）を表す．図 8 の 2 × 2 と同様に，垂直偏波では送
受信間距離が 0 から 150 m 付近までは第 1 から第 4 固有

値の差が大きく，直交偏波では 0 から 150 m 付近までは
第 1 から第 4 固有値の差が大きく変動している．

図 12 に 4 × 4 での送受信間距離に対する EDOF を表す．
垂直偏波では 2 × 2 と同様に 0 から 150 m 付近までライ

図 8　送受信間距離に対する正規化固有値（2 × 2）

図 9　送受信間距離に対する EDOF（2 × 2）
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スファクタにより EDOF が小さくなっており，直交偏波
では垂直偏波と同じ区間でライスファクタにより EDOF
が少し小さな部分が見られる．

図 13 に 4 × 4 での送受信間距離に対する受信 SNR を示
し，（a）に垂直，直交偏波での受信 SNR，（b）に（a）に
示した垂直偏波から直交偏波の受信 SNR を引いた値を示
す．図より図 10 の 2 × 2 と同様に垂直偏波の方が直交偏
波より受信 SNR が大きい．
４．３　チャネル容量

図 14 に 2 × 2 での送受信間距離に対するチャネル容量
を示す．（a）は垂直偏波（dVP = 0.5λ ，4.0λ ），（b）は直
交偏波の結果を示す．また（c）に，（a），（b）に示した
垂直偏波のチャネル容量から直交偏波のチャネル容量を引
いた値を示す．（a）より送受信間距離が大きくなるとアン
テナ間隔dVP = 0.5λ とdVP = 4.0λ のチャネル容量に差が
見られるが，これは主に図 8（a），図 9（a）で示したよう
に正規化固有値（チャネル応答間の相関）及び実効アレー

自由度の影響によるものと考えられる．図 14 より垂直偏
波と直交偏波を比較すると，dVP = 0.5λ の時は 垂直偏波
より直交偏波の方がチャネル容量は全体的に大きい．また
dVP = 4.0λ の時は送受信間距離が 0 から 150 m 付近まで
は全体的に直交偏波のチャネル容量が大きいが，150 m 以
降では垂直偏波の方がチャネル容量は大きい．図 9，図 10
より分かるように，垂直偏波と直交偏波で同等の EDOF
が得ることができれば，受信 SNR の大きい垂直偏波の方
がチャネル容量は大きくなる．しかし，垂直偏波において
EDOF が小さな値しか得られない場合は，垂直偏波より
も直交偏波の方がチャネル容量は大きくなることもあるこ
とを表している．

図 15 に 4 × 4 での送受信間距離に対するチャネル容量
を示す．（a）は垂直偏波（dVP = 4.0λ ），直交偏波（dDP = 
4.0λ ），（b）は（a）で示す垂直偏波のチャネル容量から直
交偏波のチャネル容量を引いた値を示す．図より 2 × 2 と
概ね同様に，送受信間距離が 0 から 150 m 付近までは垂

図 10　送受信間距離に対する SNR（2 × 2）

図 11　送受信間距離に対する正規化固有値（4 × 4）

図 12　送受信間距離に対する EDOF（4 × 4）
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直偏波に比べ直交偏波の方がチャネル容量は大きい傾向
があるが，150 m 以降では直交偏波に比べ垂直偏波の方が
チャネル容量は大きくなる傾向がある．これは図 12，図
13 から，垂直偏波と直交偏波で同等の EDOF が得ること
ができれば，受信 SNR の大きい垂直偏波の方がチャネル
容量は大きくなるが，ライスファクタが大きく垂直偏波に
おいて十分に EDOF が小さくできない場合は，垂直偏波
よりも直交偏波の方がチャネル容量は大きくなることもあ
りえることを表している．

５．むすび
レイトレース法によって取得したパス単位での伝搬路情

報を基に，空間偏波 MIMO の伝搬路における実効アレー
自由度，受信 SNR を求めることにより MIMO 伝搬路を評
価し，チャネル容量を解析する方法を示した．またその解
析方法を用いて，市街地低基地局アンテナでの 2 × 2，4
× 4 の空間偏波 MIMO について解析を行った．その結果，
見通し内経路で十分なアンテナ間隔が確保できる場合は，
送受信間距離が小さい時，垂直偏波に比べ直交偏波の方が
チャネル容量は大きく，また送受信間距離が大きくなるに
つれて，直交偏波に比べ垂直偏波の方がチャネル容量は大
きくなる傾向があることを示した．但し，本検討で得られ
た交差偏波識別度の値は，文献 4）などと比較すると，大
きな値を示しており，今後，実測による検証を行う必要が
あると考えられる．また本手法は，端末側アンテナに傾き
がある場合や，高度化が進む MIMO 適応スケジューリン
グの設計検討などにも応用が可能である．

図 13　送受信間距離に対する SNR（4 × 4）

図 14　送受信間距離に対するチャネル容量（2 × 2）

図 15　送受信間距離に対するチャネル容量（4 × 4）
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